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This study aimed to examine the relationship between customer orientation 
and job performance of employees belong to pharmaceutical companies 
developing new drugs. In such companies, two types of customers were 
assumed as the main customers: physicians as purchasers and patients as end-
users. Therefore, we evaluated effects of pharmaceutical employees' customer 
orientation towards physicians and those of patients on job performance.
In addition, focusing on the Model of Proactive Motivation Process, the 
mediating effect of proactive behavior was examined. Analysis of employees 
in pharmaceutical companies developing new drugs (n=905) showed 
that both customer orientation towards physicians and that of patients had 
positive effects on proactive behavior, but the effect was greater for customer 
orientation towards patients. In addition, the effect on job performance 
mediated by proactive behavior was found only for customer orientation 
towards patients. This suggests that the effects on the outcome variables differ 
depending on the target of customer orientation and in the aspects of the effect 
on job performance, it is important to increase customer orientation towards 
patients.
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1．問　題

1.1　研究の背景

医薬品とは，病気の診断や治療または予防に

使われるものであり，「医療用医薬品」，「一般

用医薬品」及び「要指導医薬品」の 3 種類に大

別される。医療用医薬品はさらに「新薬（先

発医薬品）」と「ジェネリック医薬品（後発医

薬品）」に細分されるが（日本製薬工業協会，

2022），本研究では，新薬開発を志向する製薬
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企業の従業員に着目し，医薬品の購入者である

「医師」と最終使用者である「患者」の 2 種類

の顧客に対する顧客志向と仕事の成果及びプロ

アクティブ行動との関係性を検討する。

製薬企業が新薬を開発するまでには全体とし

て 10 年以上の期間と 500 億円から 1,000 億円

程度の金額を要し，創製された新薬候補化合物

が承認を得るまでの確率は約 30,000 分の 1 と

極めて低い（長洲，2012）。また，冨田（2015）

によれば，新薬開発を志向する製薬企業の売上

高研究開発費比率は 20％程度と，他産業と比

較して極めて高いが，各企業ともこうした巨額

の研究開発費を確保するのは，画期的な新薬の

開発により，多額の利益を享受することを目的

としているためである。

一方で，開発した新薬は特許出願日から 20

年間，特許で保護される（日本製薬工業協会，

2022）。そのため，特許権の存続期間は開発者

利益を独占することができるが，特許が満了す

るとジェネリック医薬品の台頭により収益が激

減する。したがって，新薬開発を志向する製薬

企業においては，患者・医療への貢献という観

点に加え，企業の利益最大化や持続的な成長の

観点においても，新薬の継続的な創製，上市及

び製品価値最大化を意図した取り組みが必要で

あると考えられる。田村（2019）によれば，医

薬品の価値最大化は，「価値をつくる」（創薬）

フェーズ，「価値をそだてる」（育薬）フェーズ

及び「価値をとどける（いかす）」（活薬）フ

ェーズを通じて達成される。これら 3 つのフ

ェーズを通じて顧客に優れた価値を提供するた

めには，研究部門，開発部門，営業部門等，多

部門に渡る製薬企業従業員の寄与が求められる

ため，製薬企業従業員の仕事の成果を高めるこ

とは重要であると考えられる。

製薬企業従業員の仕事の成果やパフォーマン

スを高める要因としては，Bataineh（2019）が

ワークライフバランス，従業員エンゲージメ

ント，情緒的コミットメントを，Abualoush et 

al.（2018）がエンパワーメントを報告している。

その他，従業員の仕事の成果やパフォーマンス

を高める様々な要因が研究されているが，本稿

では個人の顧客志向に着目する。ただし，新薬

開発を志向する製薬企業においては，主要な顧

客として医薬品の購入者である「医師」と最終

使用者である「患者」の 2 種類の顧客が存在す

る。解釈レベル理論では，人々が対象や出来事

に対して感じる心理的距離の遠近によって，精

神的表象が異なる（阿部，2015）。したがって，

製薬企業従業員と医師及び患者との関係性が異

なれば，それぞれの顧客を志向した行動や成果

にも差が認められる可能性は否定できない。し

かしながら，2 種類の顧客が存在するという製

薬産業の特性を考慮した上で，顧客志向と仕事

の成果やパフォーマンスとの関連性を評価した

先行研究は見当たらない。

そこで，本研究では，製薬企業の従業員が有

する「医師への顧客志向」と「患者への顧客志

向」を区別して概念化し，仕事の成果との関連

性を明らかにする。ところで，近年製薬産業

は，アンメット・メディカル・ニーズ，すな

わち未だ満たされない医療上のニーズ（関根，

2009）が高い領域において競争の激化が生じて

おり，各製薬企業において事業性の維持や向上

がより困難となっている。そして，このような

状況に対応するために，研究開発活動やセール

ス・マーケティング活動の効率化が求められる

（工藤他，2020）。この点を鑑みると，製薬企業

の従業員が顧客のニーズに応え，優れた価値を

継続して提供する上では，自身の職務遂行の手

法を改善する，職場や組織の効率性を高める働

きかけを行うといった，プロアクティブ行動の

重要性が示唆される。このような点を踏まえ，

顧客志向と仕事の成果とをつなぐ行動変数とし
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て，未来志向の主体的な行動であるプロアクテ

ィブ行動を仮定する。その上で，製薬企業従

業員における顧客志向実践の諸相を，Parker 

et al.（2010）が提唱した Model of Proactive 

Motivation Process に依拠し，顧客志向と仕事

の成果に対するプロアクティブ行動の媒介効果

を評価することにより検証する。

1.2　先行研究の検討と仮説の生成

1.2.1　顧客志向

顧客志向の概念は，従業員個人の顧客志向と

組織の顧客志向に区分されるが（Donavan et 

al., 2004），本研究では個人の顧客志向を対象と

する。個人の顧客志向は，初期にはマーケティ

ング研究で検討された（櫻井，2021）。企業経

営の中心に顧客を据える考え方は，「マーケテ

ィング・コンセプト」として概念化されている

（小菅，2007）。マーケティング・コンセプトと

は，「ターゲット顧客を明確にし，彼らのニー

ズに焦点を当て，企業内のすべての活動が顧客

満足を高めることに向けられるように統合する

ことで，利益を得ようとする考え方」である

（Kotler，1997）。

マーケティング・コンセプトの実行に関す

る実証研究は 1980 年代より現れる（小菅，

2007）。その中で，マーケティング・コンセプ

トの組織レベルでの実行のみならず，個人レベ

ルでの実行に焦点を当てた研究がなされるよう

になった。Saxe ＆ Weitz（1982）は，マーケ

ティング・コンセプトに基づいて販売担当者の

顧客志向を概念化すると共に，顧客志向を「行

動特性」として捉え，従業員個人の顧客志向を

初めて測定した。一方，Brown et al.（2002）は，

顧客志向を表層的パーソナリティ特性と捉え，

「仕事の文脈において顧客のニーズを満たそう

とする従業員の傾向または性質」と定義してい

る。先行研究では，顧客志向が，顧客満足，倫

理的行動，組織コミットメント，職務満足に与

える影響が検討されてきたが（Donavan et al., 

2004），先行研究の多くは，販売員や対人サー

ビス職等，顧客との直接的な接点を頻繁に有す

る従業員を対象としている。

しかし，顧客志向の企業では，全ての従業員

が，自らの意思決定が顧客の利益に与える影響

を考慮する（伊藤，2009）ことを踏まえると，

顧客志向の実践者は，頻繁に顧客接触を行う一

部の従業員に限らず，顧客価値を創造する全て

の従業員と捉えることもできる。製薬企業にお

いては，先述の「創薬」，「育薬」，「活薬」に携

わる全ての従業員が対象となるだろう。しかし

ながら，顧客との直接的な接点を頻繁に有する

従業員を前提とした既存の顧客志向研究におけ

る行動特性の視点のみでは，「創薬」，「育薬」，

「活薬」に携わる全ての従業員の顧客志向を捉

えることは難しい。したがって，顧客との直接

的な接点が乏しい従業員の顧客志向を測定する

上では，「認知特性」の視点を取り入れる必要

があると考えられる。

上記を踏まえ，顧客接触の有無に依らず，製

薬企業従業員における顧客志向実践の諸相を検

討するために，本研究では小菅（2006）による

顧客志向の定義を用いる。すなわち，顧客志向

を「個人の認知的志向」と捉え，「従業員が自

らの職務を遂行する上で顧客の視点から顧客の

期待に応えようとする傾向を表すもの」と定義

する。その上で，多様な職種の製薬企業従業員

を対象に，顧客志向と後述する行動変数（プロ

アクティブ行動），成果変数（仕事の成果）と

の関係性を検討する。

次に，本研究の対象である新薬開発を志向す

る製薬企業の顧客について整理する。新薬は医

療用医薬品に該当するが，医療用医薬品は医師

により患者に処方され，初めて使用される。製

薬企業と患者の交流は，医療関係者以外への医
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薬品の広告を禁止する業界特有の法規制や自主

規範によって長年にわたり制限されてきた（栗

本，2023）。そのため，企業が生産する医薬品

は，患者自身が製薬企業から直接購入すること

はできず，医師を経由することとなる。つまり，

新薬開発を志向する製薬企業にとっては，医薬

品の購入者と最終使用者が異なる。

製薬産業を対象とした研究では，例えば栗

本（2023）においては顧客として患者と医師を

位置づけている。一方で，殿崎（2020）は上場

企業がステークホルダーとして位置づけている

対象について調査しているが，複数の製薬企業

がステークホルダーとして顧客（患者・医療関

係者）を位置づけている。このように，医師の

みならず，薬剤師や看護師等，医療関係者を幅

広く顧客として位置づけている例も認められる

が，実際に患者に医薬品を処方するのは医師で

ある。したがって，新薬開発を志向する製薬企

業にとっては，患者に加え，医師が主要な顧客

であると捉えて差し支えないだろう。

その場合，医師と患者，すなわち購入者と最

終使用者といった役割や製薬企業従業員との接

触頻度の違い等により，従業員がそれぞれの顧

客に対して抱く顧客志向の程度及び結果要因と

の関連性に差が生じる可能性が考えられる。こ

の点に関連し，解釈レベル理論によると，対象

への心理的距離を遠く感じた場合，解釈レベル

が高次となり，人は対象を抽象的，本質的，目

標関連的に捉える。それに対し，対象への心理

的距離を近く感じた場合，解釈レベルは低次と

なり，人は対象を具体的，副次的，目標非関

連的に捉える（Eyal et al., 2009; Liberman ＆ 

Trope，1998; Liberman et al., 2007; Trope ＆ 

Liberman，2003）。そのため，製薬企業従業員

と，医師及び患者との関係性の違いにより，そ

れぞれの顧客を志向した行動や成果にも差が認

められる可能性がある。そこで，本研究におい

ては「医師への顧客志向」と「患者への顧客志

向」を区分して概念化する。

なお，先行研究においては，従業員個人の顧

客志向が仕事の成果やパフォーマンスに正の

影響を与えることが報告されている（Boles et 

al., 2001; Brown et al., 2002; 犬塚，2020）。この

点を踏まえると，製薬企業の従業員において

も，「医師への顧客志向」と「患者への顧客志

向」が仕事の成果に正の影響を与える可能性が

ある。これより，以下の仮説を設定する。

仮説 1a：�製薬企業の従業員において，医師

への顧客志向は，仕事の成果に正

の影響を与える

仮説 1b：�製薬企業の従業員において，患者

への顧客志向は，仕事の成果に正

の影響を与える

1.2.2　プロアクティブ行動

製薬企業従業員による顧客志向実践の諸相を

検討するに際し，認知としての顧客志向に基づ

く行動変数として，プロアクティブ行動を想定

する。プロアクティブ行動は，組織に能動的に

関わる個人の行動に着目した概念である（舘野

他，2016）。Bindl ＆ Parker（2011）は，プロ

アクティブ行動を「個人が組織内において，将

来を見越して変化をもたらす目的で起こした主

体的な行動」と定義している。この定義では，

将来を見越した進取的行動であること及び変化

をもたらす統制行動であることの 2 点が強調さ

れている。すなわち，プロアクティブ行動とは，

事態が生起した後に対応するのでなく，生起前

に先手を打つ行動であり，現状を変える行動で

ある（太田他，2016）。

Parker et al.（2010）は，プロアクティブ行

動の動機づけのメカニズムとして，Model of 

Proactive Motivation Process を提唱している。
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本理論的枠組みでは，プロアクティブ行動を生

成する上で，目標の重要性が強調されている

が，本研究においては，製薬企業従業員に共通

すると考えられる目標として「顧客のニーズ

に応えること」を想定する。近年，製薬企業

は，断続的な新薬の上市や事業性の維持・向上

が困難といった課題に直面しており（工藤他，

2020），このような状況において製薬企業従業

員が顧客のニーズに応える優れた価値を提供す

る上で，目標達成に向けた未来志向かつ主体的

な取り組みであるプロアクティブ行動の重要性

が示唆される。

次に，製薬企業従業員が「顧客のニーズに応

える」といった目標を達成するために求められ

るプロアクティブ行動について，医師と患者，

それぞれが製薬企業に抱くニーズの視点から整

理する。

これまでの医薬品開発は，製薬企業と医療

関係者（医師，薬剤師など）及び規制当局が

中心となり行われていた（日本製薬工業協会，

2018）背景もあり，患者と製薬企業従業員の接

触機会と比較し，医師と製薬企業従業員の接触

機会は多い。このような状況において医師が製

薬企業に抱くニーズとしては，「必要な時に医

薬情報を迅速かつ的確に入手すること（坂井，

2007）」等，具体的かつ速やかな解決が求めら

れると想定される。したがって，「医師のニー

ズに応える」という目標への対応は短期的であ

り，その目標の迅速な達成につながるプロアク

ティブ行動が求められる可能性がある。

それでは，もう一方の顧客である患者が製薬

企業に抱くニーズとはどのようなものであろう

か。Lakdawalla et al.（2014）は，難病あるい

はがん患者が有する世界共通の期待として「ア

ンメット・メディカル・ニーズの高い医薬品へ

の早期アクセス」を挙げている。また，中尾

（2022）は日本での新薬開発・承認が進み，が

んによる死亡率が改善されること，さらに，そ

の他アンメット・メディカル・ニーズに対す

る新薬開発を続けていくことにより，日本に住

む人々の健康寿命の延伸が期待されるとしてい

る。これらを踏まえると，新薬開発を志向する

製薬企業従業員に対する最たる患者ニーズは，

「「画期的新薬」の開発はもちろんだが，現在あ

る医薬品の効能，適応を拡大し，患者のアンメ

ット・メディカル・ニーズに応えていくこと

（椿原，2023）」にあると考えて差し支えないだ

ろう。一方で，製薬企業が新薬を開発するまで

には全体として 10 年以上の期間を要する（長

洲，2012）。そのため，「患者のニーズに応える」

という目標の達成につながるプロアクティブ行

動は，長期的な視点で捉える必要があると考え

られる。

上記を踏まえ，「医師への顧客志向」，「患者

への顧客志向」と「プロアクティブ行動」と

の関連性について，先述の Model of Proactive 

Motivation Process に依拠し，仮説の導出を

試みる。本理論的枠組みによると,“Can do”, 

“Reason to”, “Energized to” の3つのProactive 

motivational states によりプロアクティブ行動

が促進され，自己や状況の変容を通じ，目標

が達成される。“Can do”は，自己効力感のよ

うに，プロアクティブ行動を実行することが

できると感じるかどうかの主観的な判断を指

す。一方で，“Reason to”は，行動を実行する

理由が本人にあるかという論点である。また，

“Energized to”は，活性化されたポジティブ

な感情を指す。

本研究では，3 つの Proactive motivational 

states の内，“Reason to”に着目する。Parker 

et al.（2010）はプロアクティブ行動を促進す

る“Reason to”を説明するにあたり，自律的

動機づけの一つである同一化的調整（Deci ＆ 

Ryan, 1985）について言及している。同一化的
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調整では，個人が目標に向けた行動やその調整

に価値を見出し，重要なものとして受容するこ

とで，行動が動機づけられる（Deci ＆ Ryan, 

1985）。そして，Parker et al.（2010）は，従業

員の同一化的調整により生じる「設定した目標

に向けた行動が自身や他者にとって重要である

という認識」を“Reason to”の一つとして捉

えている。本研究で扱う顧客志向の概念は，顧

客の期待に応えるために職務を遂行することが

顧客，延いては従業員自身にとっても重要であ

るという認識を示唆しており，“Reason to”の

認識と相似する。そこで，本研究では“Reason 

to”の一つとして顧客志向を捉え，Model of 

Proactive Motivation Process に依拠した仮説

を設定することとした。すなわち，医師または

患者への顧客志向はプロアクティブ行動に正の

影響を与えると予想される。

また，プロアクティブ行動が職務業績を

高めることが明らかにされていることから

（Ashford ＆ Black, 1996; Crant ＆ Bateman, 

2000），顧客志向によりプロアクティブ行動が

促進された結果，個人の仕事の成果も高まると

推測される。以上を踏まえ，下記の仮説を設定

する。

仮説 2a：�製薬企業の従業員において，医師

への顧客志向は，プロアクティブ

行動に正の影響を与える

仮説 2b：�製薬企業の従業員において，患者

への顧客志向は，プロアクティブ

行動に正の影響を与える

仮説 3a：�製薬企業の従業員において，医師

への顧客志向は，プロアクティブ

行動を介し，仕事の成果に正の影

響を与える

仮説 3b：�製薬企業の従業員において，患者

への顧客志向は，プロアクティブ

行動を介し，仕事の成果に正の影

響を与える

これまでの議論において，製薬企業従業員

と，医薬品の購入者である医師及び最終使用者

である患者との関係性の違いにより，それぞれ

の顧客を志向した行動や成果にも差が認められ

る可能性があることについて述べた。この点に

ついて，医師と患者，それぞれが製薬企業に抱

くニーズの観点から仮説の導出を試みる。先述

の通り，医師と患者が製薬企業に抱くニーズは

異なると想定される。そのため，各顧客のニー

ズに応えるという目標を達成するための行動の

程度も，対象に応じて異なる可能性がある。従

業員による各目標の捉え方及び目標を達成する

ための行動について，解釈レベル理論に基づき

整理する。解釈レベル理論において，心理的距

離の一つである時間的距離に着目すると，目標

がより長期的である程，目標の望ましさ，す

なわち行動の理由がより強い行動の決定因子

になることが示唆される（Liberman ＆ Trope, 

1998）が，解釈レベル理論が指す「行動の理由」

とは，Proactive motivation state の“Reason 

to”に近似すると解釈できる。そして，先述の

通り，「医師のニーズに応える」，「患者のニー

ズに応える」という目標に対応する場合，後者

においてより長期の活動が必要とされる。つ

まり，製薬企業従業員が「医師のニーズに応

えること」と比較すると，「患者のニーズに応

えること」の方がより時間的距離が大きく，

“Reason to”，すなわち顧客志向の程度がプロ

アクティブ行動の決定因子として重要になると

推測される。これより，医師への顧客志向と比

較し，患者への顧客志向はより強くプロアクテ

ィブ行動を惹起し，その結果，仕事の成果に与

える影響も大きくなる可能性がある。以上よ

り，下記の仮説を設定する。
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仮説 4a：�患者への顧客志向がプロアクティ

ブ行動に与える正の影響は，医師

への顧客志向がプロアクティブ行

動に与える正の影響よりも大きい

仮説 4b：�患者への顧客志向がプロアクティ

ブ行動を介して仕事の成果に与え

る正の影響は，医師への顧客志向

がプロアクティブ行動を介して仕

事の成果に与える正の影響よりも

大きい

2．方　法

2.1　対　象

インターネット調査会社のリサーチ会員のう

ち，製薬企業に勤務し，業務で新薬を取り扱う

20 歳から 59 歳までの正社員（研究部門，開発

部門，営業部門，管理部門，製造部門）を対象

として 2024 年 5 月に Web 調査を行った。最終

的な分析対象は 905 件であった。なお，Web

調査の冒頭において，倫理的配慮や回答時の匿

名性の保証に関する説明を行ったうえで，調査

協力への同意について意思確認を行った。

2.2　分析に用いた変数

2.2.1　医師への顧客志向，患者への顧客志向

Saxe ＆ Weitz（1982），小菅（2006）及び櫻

井（2021）で用いられていた顧客志向または患

者志向の測定項目を参考に，本調査で用いる測

定項目を作成した。作成した項目は，医師への

顧客志向が「医師の視点に立って，医師が求め

るものを理解しようとしている」，「自分がいい

仕事をするために必要な情報は，医師が持って

いる」，「自分がいい仕事をするためには，医師

のことをもっと知る必要がある」，「医師のニー

ズの把握は重要である」及び「私は，自分自身

が非常に顧客（医師）志向だと考えている」の

5 項目，患者への顧客志向が「患者の視点に立

って，患者が求めるものを理解しようとしてい

る」，「自分がいい仕事をするために必要な情報

は，患者が持っている」，「自分がいい仕事をす

るためには，患者のことをもっと知る必要があ

る」，「患者のニーズの把握は重要である」及び

「私は，自分自身が非常に顧客（患者）志向だ

と考えている」の 5 項目である。教示文として

「あなたの仕事への考え方についてお伺いしま

す。次の各項目について，該当する項目をひと

つ選んでください」を示し，「全くそう思わな

い（1）」「そう思わない（2）」「どちらともいえ

ない（3）」「そう思う（4）」「強くそう思う（5）」

の 5 件法で回答を得た。

2.2.2　プロアクティブ行動

Griffin et al.（2007）の従業員パフォーマン

ス尺度に含まれるプロアクティブ行動の測定項

目を基に太田他（2016）が作成した邦訳版を用

いた
1
。教示文として「あなたの仕事への取り

組み方についてお伺いします。次の各項目につ

いて，該当する項目をひとつ選んでください」

を示し，「全くそう思わない（1）」「そう思わな

い（2）」「どちらともいえない（3）」「そう思う

（4）」「強くそう思う（5）」の 5 件法で回答を得

た。

2.2.3　仕事の成果

三輪（2011）の項目より，「私の意見やアイ

ディアはよく採用されていた」，「同僚，上司か

ら信頼されていた」及び「仕事で立てた目標は

達成できていた」の 3 項目を用いた。教示文と

して「この 1 年（入職後 1 年未満の方は，入職

後から現時点まで）の仕事の状況についてお伺

いします。次の各項目について，該当する項目

をひとつ選んでください」を示し，「全く当て

はまらない（1）」「あまり当てはまらない（2）」

「どちらともいえない（3）」「やや当てはまる
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（4）」「非常に当てはまる（5）」の 5 件法で回答

を得た。

なお，三輪（2011）は知識労働者を対象に当

該項目を用いた測定を行っている。知識労働者

の仕事は個々に異なるため，全員に共通する指

標を見つけにくいという事実を踏まえた上で，

客観性は劣るものの，偏りのない成果の測定が

可能であるとして当該項目を作成している。ま

た，古田（2023）では当該項目を用いて，技術

者，営業，事務職といった多様な職種における

仕事の成果を測定している。したがって，当該

項目は，多様な職種を対象とする本研究におい

ても適用可能であると考える。

2.2.4　個人属性

性別，年齢，学歴（中高・専門短大卒，大

学卒，大学院卒），企業規模（従業員数 =300

人 以 下，301 ～ 1,000 人，1,001 人 ～ 3,000 人，

3,001 人以上），職位（一般社員相当，係長相当，

課長相当，部長相当），職種（研究部門，開発

部門，営業部門，管理部門，製造部門）を尋ね

た。

3．結
　
果

3.1　基本統計量

3.1.1　個人属性

回答者の年齢の平均は，46.8 歳（SD=8.9）

であった。性別は，男性 =707（78.1％），女性

=198（21.9％）であった。学歴の分布は中高・

専門短大卒 =67（7.4％），大学卒 =534（59.0％），

大学院卒 =304（33.6％）であった。企業規模

の 分 布 は，300 人 以 下 =60（6.6 ％），301 ～

1,000 人 =134（14.8％），1,001 ～ 3,000 人 =273

（30.2％），3,001 人以上 =438（48.4％）であっ

た。職位の分布は，一般社員相当 =393（43.4

％），係長相当 =181（20.0％），課長相当 =258

（28.5％），部長相当以上 =73（8.1％）であった。

職種の分布は，研究部門 =109（12.0％），開発

部門 =135（14.9％），営業部門 =376（41.5％），

管理部門 =167（18.5％），製造部門 =118（13.0

％）であった。

3.1.2　�医師への顧客志向，患者への顧客志向，

プロアクティブ行動，仕事の成果

「患者への顧客志向」，「医師への顧客志向」，

「プロアクティブ行動」及び「仕事の成果」を

測定する項目を用い確証的因子分析を行っ

た。分析に用いたソフトウェアは，IBM SPSS 

Amos 29 である。3 因子モデル（「医師への顧

客志向，患者への顧客志向」，「プロアクティブ

行動」，「仕事の成果」）及び 4 因子モデル（「医

師への顧客志向」，「患者への顧客志向」，「プ

ロアクティブ行動」，「仕事の成果」）を検討し

た結果，4 因子モデルの適合度が良好であった

（表 1）。また，4 因子モデルにおける各項目の

因子負荷量は 0.69 から 0.84 の範囲内にあった。

さらに，信頼性係数（Cronbach のα値）は

0.78 から 0.94 の範囲内にあったことから，各

因子を測定する尺度の信頼性及び弁別性は満た

されていると判断し，各因子を構成する項目の

平均値を変数得点として用いることとした。な

お，各変数の基本統計量を表 2 に示す。

model χ 2 自由度 CFI AGFI RMSEA RMR AIC
3 因子モデル 746.085 206 0.959 0.908 0.054 0.025 840.085

4 因子モデル 570.187 203 0.972 0.930 0.045 0.021 670.187

表 1　確証的因子分析による各モデルの適合度比較



製薬企業の従業員が有する医師または患者への顧客志向と仕事の成果の関係

－9－

3.2　仮説の検証

まず，分析に用いる変数間の相関分析の結果を，

表 3 に示す。相関分析の結果より，医師への顧

客志向と患者への顧客志向の相関係数が 0.81 と

高値であった。しかしながら，本研究では医師

への顧客志向と患者への顧客志向のそれぞれが，

一方の顧客志向を統制した時のプロアクティブ

行動，仕事の成果に与える影響を評価するため，

以降の分析においては両変数を同一モデルに投

入し，仮説の検証を行った。

医師への顧客志向及び患者への顧客志向がプ

ロアクティブ行動と仕事の成果に与える影響並

びにプロアクティブ行動の媒介効果を確認する

ために，Baron ＆ Kenny（1986）の分析手続

きにもとづき，仮説の検証を進めた。分析に用

いたソフトウェアは，IBM SPSS Statistics 29

である。重回帰分析の結果を表 4 に示す。分析

においては，個人属性を統制変数として用い

た。まず，医師への顧客志向と患者への顧客志

向を独立変数，仕事の成果を従属変数とする重

回帰分析（model 1）を行った。その結果，患

者への顧客志向は仕事の成果に対し，有意な正

の影響を与えていたが，医師への顧客志向が仕

事の成果に与える影響は，統計的に有意ではな

かった。これより，仮説 1b は支持され，仮説

1a は支持されなかった。

次に，医師への顧客志向及び患者への顧客志

向がプロアクティブ行動に与える影響を確認す

るために，医師への顧客志向と患者への顧客志

向を独立変数，プロアクティブ行動を従属変数

とする重回帰分析（model 2）を行った。その

結果，プロアクティブ行動と，医師への顧客志

向及び患者への顧客志向の間に有意な正の関係

が示された。本結果より，仮説 2a 及び仮説 2b

は支持された。

次に，医師への顧客志向及び患者への顧客志

向がプロアクティブ行動に与える影響の大きさ

について，効果量（r）に基づき比較する。そ

の結果，患者への顧客志向からプロアクティブ

行動への影響（β =0.39，r=0.27）は，医師へ

の顧客志向からプロアクティブ行動への影響

（β =0.19，r=0.13）と比較して高く，仮説 4a

は支持された。

最後に，医師への顧客志向及び患者への顧客

志向が，プロアクティブ行動を介して仕事の成

果に与える影響を検討した。仕事の成果を従属

変数とし，医師への顧客志向，患者への顧客志

向に加え，プロアクティブ行動を独立変数とし

て設定し，重回帰分析（model 3）を行った。

その結果，プロアクティブ行動と仕事の成果

との間に有意な正の関係性が示された。また，

model 3 において，患者への顧客志向は仕事の

成果に有意な正の影響を与えていたものの，そ

の関係は model 1 と比較して弱まった。

さらに，プロアクティブ行動の媒介効果を確

認するため，5,000 回のリサンプリングにもと

づくブートストラップ法によるバイアス修正済

み信頼区間推定を実施し，直接的な検証を行っ

平均値 標準偏差 Cronbach's α

医師への顧客志向 3.73 0.76 0.89

患者への顧客志向 3.80 0.73 0.89

プロアクティブ行動 3.61 0.66 0.94

仕事の成果 3.59 0.71 0.78

表 2　基本統計量
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表
3　
相
関
分
析
の
結
果

従属変数

model1 model2 model3

仕事の成果 プロアクティブ行動 仕事の成果

β t r β t r     β t r

年齢 -0.04 -1.07 0.04 0.05 1.65 0.06 -0.06 -2.21* 0.07

性別ダミー

男性 （参照カテゴリー）

女性 0.03 0.78 0.03 -0.01 -0.33 0.01 0.03 1.10 0.04

学歴ダミー

中高・専門短大卒 -0.04 -1.21 0.04 -0.01 -0.31 0.01 -0.04 -1.22 0.04

大学卒 （参照カテゴリー）

大学院卒 0.05 1.25 0.04 0.04 1.14 0.04 0.03 0.78 0.03

職位ダミー

一般社員相当 （参照カテゴリー）

係長相当 0.06 1.74 0.06 0.01 0.31 0.01 0.05 1.84 0.06

課長相当 0.10 2.97** 0.10 0.08 2.36* 0.08 0.06 2.05* 0.07

部長相当以上 0.11 3.34*** 0.11 0.09 2.95** 0.10 0.06 2.13* 0.07

職種ダミー

研究部門 -0.06 -1.49 0.05 -0.07 -1.90 0.06 -0.02 -0.61 0.02

開発部門 0.04 0.98 0.03 -0.04 -1.02 0.03 0.06 1.74 0.06

営業部門 -0.04 -1.00 0.03 -0.12 -2.88** 0.10 0.02 0.54 0.02

管理部門 （参照カテゴリー）

製造部門 -0.05 -1.48 0.05 -0.02 -0.65 0.02 -0.04 -1.34 0.04

企業規模ダミー

従業員数 300 人以下 -0.02 -0.73 0.02 0.01 0.49 0.02 -0.03 -1.14 0.04

従業員数 301 〜 1000 人 -0.04 -1.09 0.04 -0.05 -1.57 0.05 -0.01 -0.34 0.01

従業員数 1001 〜 3000 人 -0.01 -0.28 0.01 -0.03 -0.87 0.03 0.01 0.19 0.01

従業員数 3001 人以上 （参照カテゴリー）

医師への顧客志向 0.10 1.88 0.06 0.19 3.92*** 0.13 -0.01 -0.13 0.00

患者への顧客志向 0.33 6.42*** 0.21 0.39 8.29*** 0.27 0.11 2.47* 0.08

プロアクティブ行動 0.56 17.62*** 0.51

調整済みR2 0.22 0.35 0.43
F 値 17.35*** 31.74*** 40.29***



製薬企業の従業員が有する医師または患者への顧客志向と仕事の成果の関係

－11－

た。その結果，患者への顧客志向から仕事の成

果への影響は，媒介変数となるプロアクティブ

行動を加えたことで有意に減少し，間接効果の

検定において有意な媒介効果が認められた（信

頼区間＝ 95％：下限＝ .163, 上限＝ .276）。以

上の結果から，患者への顧客志向はプロアクテ

ィブ行動を媒介し，仕事の成果に有意な正の影

響を与えていることが確認されたため，仮説

従属変数

model1 model2 model3

仕事の成果 プロアクティブ行動 仕事の成果

β t r β t r     β t r

年齢 -0.04 -1.07 0.04 0.05 1.65 0.06 -0.06 -2.21* 0.07

性別ダミー

男性 （参照カテゴリー）

女性 0.03 0.78 0.03 -0.01 -0.33 0.01 0.03 1.10 0.04

学歴ダミー

中高・専門短大卒 -0.04 -1.21 0.04 -0.01 -0.31 0.01 -0.04 -1.22 0.04

大学卒 （参照カテゴリー）

大学院卒 0.05 1.25 0.04 0.04 1.14 0.04 0.03 0.78 0.03

職位ダミー

一般社員相当 （参照カテゴリー）

係長相当 0.06 1.74 0.06 0.01 0.31 0.01 0.05 1.84 0.06

課長相当 0.10 2.97** 0.10 0.08 2.36* 0.08 0.06 2.05* 0.07

部長相当以上 0.11 3.34*** 0.11 0.09 2.95** 0.10 0.06 2.13* 0.07

職種ダミー

研究部門 -0.06 -1.49 0.05 -0.07 -1.90 0.06 -0.02 -0.61 0.02

開発部門 0.04 0.98 0.03 -0.04 -1.02 0.03 0.06 1.74 0.06

営業部門 -0.04 -1.00 0.03 -0.12 -2.88** 0.10 0.02 0.54 0.02

管理部門 （参照カテゴリー）

製造部門 -0.05 -1.48 0.05 -0.02 -0.65 0.02 -0.04 -1.34 0.04

企業規模ダミー

従業員数 300 人以下 -0.02 -0.73 0.02 0.01 0.49 0.02 -0.03 -1.14 0.04

従業員数 301 〜 1000 人 -0.04 -1.09 0.04 -0.05 -1.57 0.05 -0.01 -0.34 0.01

従業員数 1001 〜 3000 人 -0.01 -0.28 0.01 -0.03 -0.87 0.03 0.01 0.19 0.01

従業員数 3001 人以上 （参照カテゴリー）

医師への顧客志向 0.10 1.88 0.06 0.19 3.92*** 0.13 -0.01 -0.13 0.00

患者への顧客志向 0.33 6.42*** 0.21 0.39 8.29*** 0.27 0.11 2.47* 0.08

プロアクティブ行動 0.56 17.62*** 0.51

調整済みR2 0.22 0.35 0.43
F 値 17.35*** 31.74*** 40.29***

表 4　重回帰分析の結果

注　***p ＜ .001, **p ＜ .01, *p ＜ .05，r は効果量を表す。
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3b は支持された。一方で，医師への顧客志向

は，仕事の成果に有意な正の影響を与えていな

かったため，プロアクティブ行動を媒介した仕

事の成果への正の影響も確認されなかった。こ

れより，仮説 3a は支持されず，仮説 4b は支

持された。

4．考
　
察

本研究では，新薬開発を志向する製薬企業

従業員が有する医師への顧客志向及び患者への

顧客志向が仕事の成果に与える影響について，

Model of Proactive Motivation Process の観点か

ら検証を行った。その結果，顧客志向と仕事の

成果との関係性を媒介すると想定していたプロ

アクティブ行動に対し，医師への顧客志向と患

者への顧客志向は有意な正の影響を示した。こ

れより，顧客志向の対象に依らず，製薬企業従

業員の顧客志向を高めることで，プロアクティ

ブ行動が惹起されることが示唆された。

一方，プロアクティブ行動及び仕事の成果に

与える正の影響は，医師への顧客志向と比較

し，患者への顧客志向でより大きかった。ま

た，患者への顧客志向は仕事の成果に有意な

正の影響を与えていたが，医師への顧客志向

は仕事の成果に有意な正の影響を与えていな

かった。この点に関し，近年製薬産業で普及

している Patient Centricity の影響及び Dawis 

＆ Lofquist（1984）が提示した仕事適応理論

（Theory of Work Adjustment）の観点から考

察する。

これまでに述べてきた通り，製薬企業は，患

者のニーズに応える医薬品を開発する責務を担

う（栗本，2023）。加えて，患者中心の医療へ

の意識が高まる中，製薬企業においても，患

者の視点や声を医薬品開発に活かすことの重

要性が注目されてきている（城森他，2020）。

Patient Centricity は患者中心，あるいは患者

中心性などと訳される概念であり，日本製薬工

業協会（2018）は，Patient Centricity の実践

的側面に着目し，「患者から直接またはその家

族や患者団体を通じて入手した患者の声を企

業活動に活かすこと」を Patient Centricity 活

動と定義している。日本製薬工業協会（2018）

が製薬企業 55 社を対象に実施した調査によ

ると，96％の企業が臨床開発段階で Patient 

Centricity の活動が重要だと考えている。また，

55％の企業が Patient Centricity の概念を企業

理念やビジョンに取り入れており，多くの製薬

企業が Patient Centricity を重要課題として位

置付け，それに基づいた活動に取り組む姿勢を

示していることが伺える。これより，製薬企業

は患者を企業活動の中心に据え，患者のニーズ

に応えることに非常に高い価値を置いていると

推測される。

仕事適応理論では，環境と個人の両方に組織

の要求，個人の能力，双方の価値観などの要件

があるとされ，個人はその要件をもとに本質的

に環境との対応関係を達成し，それを維持しよ

うとする（Bretz ＆ Judge, 1994）。そして，良

好な仕事関係を築くことで，従業員の仕事に対

する姿勢や感情の向上，ポジティブな職場の人

間関係，キャリアの成功といったポジティブな

結果につながる（Bretz ＆ Judge, 1994）。

仕事適応理論に基づくと，患者を中心とした

企業活動に価値を置く製薬企業と，患者への志

向性が高い従業員との間で両者の価値観の一致

による良好な仕事関係が築かれており，プロア

クティブ行動の促進につながった可能性があ

る。また，本研究では，従業員本人が知覚する

仕事の成果を評価する形とした。先述のよう

に，製薬企業は患者のニーズに応えることに非

常に高い価値を置いていると推測される。した

がって，従業員が「医師のニーズに応えること」

よりも「患者のニーズに応えること」という目
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標を達成した場合に，組織からはより高い評価

がなされるために，仕事の成果に対しての医師

への顧客志向の影響は限定的であった可能性が

ある。

本研究より，医師と患者という 2 種類の顧客

を有する製薬企業において，顧客志向の対象に

応じ，結果変数に与える影響が変わりえるこ

と，また本研究で結果変数として想定したプロ

アクティブ行動及び仕事の成果に対しては，医

師への顧客志向と比較し，患者への顧客志向が

より強い正の影響を与えていることが示唆され

た。製薬企業の従業員が有する顧客志向，なか

でも仕事の成果への影響という観点では患者へ

の顧客志向を高めることの価値を定量的に示し

た点に，本研究の実践的な意義があると考え

る。

最後に，本研究の限界と課題を 3 点述べる。

第 1 の課題に関し，本研究では個人属性を統制

し，新薬開発を志向する製薬企業に所属する従

業員の顧客志向とプロアクティブ行動，仕事の

成果との関連性を明らかにした。しかしなが

ら，職種や職位が変われば従業員の役割や顧客

との関係性も変動し，それに応じて顧客志向の

程度や，結果変数に与える影響も異なる可能性

は否定できない。そのため，対象となる職種や

職位を細分化しての詳細な検討が必要であろ

う。この点に関連し，プロアクティブ行動や仕

事の成果等の測定項目についても，本研究では

多様な職種に適応可能と考えられる一般的な内

容の項目を用いたが，一部の集団に限定した評

価を行う場合には，対象集団の特性に応じて最

適化する必要があると考える。

第 2 の課題に関し，相関分析の結果より，医

師への顧客志向と患者への顧客志向に相互関連

性が示唆される。そのため，両変数の関係性に

ついても理論的にモデル化し，検証することが

必要と考えられるが，本研究の問題意識はこれ

らの変数とプロアクティブ行動，仕事の成果と

の関連性を評価する点にあるため，詳細な検討

ができていない。なお，本分析で用いた変数の

VIF は 1.18 〜 3.34 の範囲内にあった。一般的

には VIF ＞ 10 の時，多重共線性が見られると

されるため（Chatterjee ＆ Price, 1977），本研

究で評価したモデルについて，多重共線性が生

じている可能性は低いと考えられる。

第 3 の課題は，医師への顧客志向及び患者へ

の顧客志向と結果変数との関係性について，同

様の経路における影響の大小を評価するに留ま

っている点である。今後の研究においては，医

師への顧客志向及び患者への顧客志向と結果変

数との関連性について，影響過程の違いを検討

することが必要であろう。

注
１	 従業員パフォーマンス尺度の作成にあたり，

Griffin et al.（2007）は管理職，技術職，専門職，
オペレーションといった，多様な職種を含むサン
プル群（2 集団）でバリデーションを行っている。
したがって，当該尺度に含まれるプロアクティブ
行動の測定項目は，多様な職種を対象とする本研
究においても適用可能であると考える。また，当
該尺度はプロアクティブ行動を個人，チーム及び
組織の 3 次元に分けて評価することも可能であ
る。プロアクティブ行動を 3 次元に区分し，医師
への顧客志向，患者への顧客志向及び仕事の成果
との関係性を評価した場合においても，仮説 1 〜
4 の検証に関しては，本文中と同等の結果が得ら
れている。
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